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平成 23 年 3 月 11 日に発生した太平洋三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の東北地方太

平洋沖地震とそれに伴って発生した津波により福島第一原子力発電所の事故が発生し、その結果、

環境中へ大量の放射性物質が放出された。 

これにより環境中に放出された放射性物質、特に放射性セシウムは、現在でも森林にその多く

が沈着している。時間の経過とともにこれら環境中の放射性物質は水流や風などの自然の駆動力

によって移動し、最終的には生活圏や海に到達し、生活や健康に影響を及ぼす可能性が懸念され

ており、事故状況の全体像を把握して影響評価や対策に資するために、日本原子力研究開発機構

（以降、“機構”と呼ぶ）や多くの研究機関が調査研究を行っている。 

 機構は、自らが取得したデータだけでなく、関係省庁や福島県等自治体がモニタリング等により取得し

た公開データを収集したのち整理し、「環境モニタリングデータベース」として公開している。また、これら

データ及び既存または独自開発した計算コードを用いて「統合解析支援環境」の中で事故後の状況の

再現や将来予測を行うことを目的として解析を行っている。また、機構が調査研究で得た知見は他研究

機関の成果とあわせて「環境回復知識ベース」として、一般の方々が理解することができるよう公開ウェブ

サイトにおいて Q＆A 方式で公開し運用している。 

 これら三要素を包含したものを「福島の環境回復に係る包括的評価システム」と呼んでいる。

当システムの目的は、科学的な裏付けに基づいた情報を適時適切に提供することにより合理的な安全

対策の策定、農業・林業等の再生、避難指示解除及び帰還に関する各自治体の計画立案等に貢献す

ること、また住民一人一人の不安や疑問に答えるため現在の被ばく状況等に係る情報を提供することで

ある。これらはいずれも必要に応じ更新がなされているが、本来は相互に関連し一つのシステムと

して機能すべきであるにも係らず、現状ではそれぞれが独立して機能している。また、福島第一

原発の事故から約７年が経過しようとしており、機構や他研究機関の調査研究により多くの成果が挙げら

れてきたに係らず、外部に向けて十分にオープンで理解しやすい形で発信されているとは言えない。 

そこで、これまで取得され今後も蓄積されるデータや成果に対しより理解を深めていくことができ、かつ

求める情報に容易にたどり着けるよう、包括的評価システム全体及び各要素を、関連する既存のデータ

ベースやシステムとあわせ、整備を行っていくこととする。 

                                            

福島県環境創造センター（駐在）：〒963-7700 福島県田村郡三春町深作 10-2 

＋1 研究連携成果展開部 

＋2 システム計算科学センター 

i



ii 

JAEA-Review 2017-040 
 

Comprehensive Evaluation System for Environmental Remediation of Fukushima 
- Toward Integration of Three Components as a Whole System - 

 
 

Hiroshi SAITO, Takashi NOZAWA＋1, Hiroshi TAKEMIYA＋2,  
Akiyuki SEKI＋2, Takeshi MATSUBARA＋2, Kimiaki SAITO and Akihiro KITAMURA  

 
Fukushima Environmental Safety Center, Fukushima Research Institute 

Sector of Fukushima Research and Development, Japan Atomic Energy Agency 
Miharu-machi, Tamura-gun, Fukushima-ken 

 
（Received December 26, 2017） 

 
Since the accidents at Fukushima Daiichi Nuclear Power Station following the Great East 

Japan Earthquake on March 11th, 2011, significant amount of radionuclide has been released 
to the surrounding environment. Radiocesium has remained in forest and has kept migrating 
to the sea and area of human habitation by natural driving force. It has raised concerns of 
possible effect on human life and health, and for that Japan Atomic Energy Agency (JAEA) 
and many institutes have performed research and investigations. 

JAEA created and managed “Database for Radioactive Substance Monitoring Data”, open 
for usage of obtained data by JAEA and the institutes. For the accurate modelling of current 
situation and future forecast using numerical code and the data, “Supporting Environment 
for Processing Simulation Codes” has been established and under operation. In addition, 
results of research and investigations have been compiled and managed as Q&A style in 
JAEA’s website, called “Knowledge Base for Environmental Remediation”. These components, 
constitute “Comprehensive Evaluation System” as a whole, are renewed and improved as 
needed respectively. However, these are supposed to act more mutually interrelated and 
integrated as one system to contribute to industrial revitalization and early repatriation for 
locals. Besides, expected information has not been disseminated enough to the outside. 

The report summarizes the current status, remaining problems and expected improvement 
of each component and the system as a whole.  
 
Keywords: Comprehensive Evaluation System, Database for Radioactive Substance 

Monitoring Data, Supporting Environment for Processing Simulation Codes, 
Knowledge Base for Environmental Remediation, Fukushima 
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1. 緒言 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した太平洋三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋

沖地震とそれに伴って発生した津波により福島第一原子力発電所（以降、“福島第一原発”と呼ぶ。）の

事故が発生し、その結果、環境中へ大量の放射性物質が放出された。 

福島第一原発の事故により環境中に放出された放射性物質、特に放射性セシウムは、現在でも森林

にその多くが沈着している。時間の経過とともにこれら環境中の放射性物質は水流や風などの自然の

駆動力によって移動し、最終的には生活圏や海に到達し、生活や健康に影響を及ぼす可能性が懸念

されており、事故状況の全体像を把握して影響評価や対策に資するために、日本原子力研究開発機

構（以降、“機構”と呼ぶ。）や多くの研究機関が調査研究を行っている。 

 

これと並行して、機構は、自らが取得したデータだけでなく、原子力規制庁を始めとする各省庁や福

島県等自治体がモニタリングにより取得した空間線量率や分析により取得した放射性物質濃度（土壌、

河川水、地下水、海水、食品）の公開データを収集したのち整理し、「環境モニタリングデータベース」と

して機構及び機構福島研究開発部門（以降、“部門”と呼ぶ。）ウェブサイト上に公開している 1)。これら

は、一般の方々が、データを見て直感的に状況を理解することができるように図表や色を用いて大量の

データを可視化するとともに、専門家が直接に解析に用いることができるよう数値データも複数の異なる

フォーマットで公開している。さらに、空間線量率や土壌沈着量に変化影響を及ぼす可能性のある土

壌、植生、土地利用等の地理的なデータについても加えて公開しているものである。 

 

さらに機構は、住民の帰還促進や産業復興を図る上で、現在及び将来における放射性核種の移動

による農林水産物中の放射性核種濃度の変化傾向や、生活圏への放射性核種の流入挙動等の情報

が求められていることから、福島第一原発の事故後の状況を再現し、さらには空間線量率や放射性物

質濃度に係る将来予測を行うことを目的として、上記のデータ及び既存及び独自に開発した解析コード

を用いて評価モデルの整備と各種解析を「統合解析支援環境」として進めている。 

 

機構が行った調査研究で得られた知見は、関連する他研究機関等の調査研究結果とあわせて、主

に一般の方々が見て直感的に理解することができるように公開されるべきであることから、公開の内容

や方法等について検討が進められてきた。その結果、平成 28 年 3月に部門ウェブサイトにおいて公開

を開始した 2)。これは、「環境回復知識ベース」として現在運用中で整備を進めているものであり、利用

者は“環境動態研究等で得られた知見 住民の皆様の不安に答えるQ&A”という名称の窓口から入り、

必要性や興味に応じて様々な分野の最新の知見を得ることができる。 

 

機構では、これら三者を包含したものを「福島の環境回復に係る包括的評価システム」（以降、“包括

的評価システム”と呼ぶ。）と呼び、科学的な裏付けに基づいた情報を適時適切に提供することによる合

理的な安全対策の策定、農業・林業等の再生、避難指示解除及び帰還に関する各自治体の計画立案

等に貢献し 3)、また住民一人一人の不安や疑問に答えるため現在の被ばく状況等に係る情報を提供す

ることを目的として、整備を行っている（図 1.1、図 1.2）。 
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図 1.1 包括的評価システム 全体及び各要素概念図
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図 1.2 包括的評価システム 全体及び各要素の経緯及び今後の展開 
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図 1.1 包括的評価システム 全体及び各要素概念図
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具体的には、「環境モニタリングデータベース」に対しては、機構が取得したデータを逐次追加すると

ともに、他機関の取得データについても同様に追加していく。「統合解析支援環境」に対しては、機構

が開発した解析コードや、既存コードも含め用いることで得られた結果を整理するとともに、これらを公

開ウェブサイト上に公開するための準備を行っている。最後に、「環境回復知識ベース」に対しては、平

成28年3月の公開以降に得られた機構及び他機関の調査研究結果を追加し更新するとともに、その根

拠となる科学的知見が記されている一次資料（論文等の情報源）へ容易にアクセスできるよう内容及び

構成の見直しを行っており、平成 30 年 3 月末までに公開する予定である。 

 

しかしながら、「包括的評価システム」の各要素は本来相互に関連すべきであるにも係らず、それぞ

れが独立して機能し更新や見直しがなされており、今後においては定期的に改定を行う必要あることが

指摘されていた。 

さらには、福島第一原発の事故後に行われた調査研究に対しては、機構ウェブサイトや部門ウェブ

サイトに関連するその他の情報も公開されている（例えば、福島第一原発関連のインターネット情報や

学会口頭発表情報を掲載している「福島原子力事故関連情報アーカイブ」4）（以降、“FNAA”と呼ぶ。）、

福島第一原発の事故により放射能汚染された地域の除染に係る情報を掲載している「除染技術情報な

び」5)）があるものの、利用者にとってはこれらと上記「包括的評価システム」の関連が十分示されておら

ず分かりにくいことも指摘されていた。 

また、情報を取得するためにはまずどこにアクセスすれば良いのかが分かりにくいという問題がある

ことも指摘されていた。例えば、上記の「環境モニタリングデータベース」及び「FNAA」は、機構と部門

の両方のウェブサイトからアクセスできるが、「環境回復知識ベース」及び「除染技術情報なび」は部門

ウェブサイトからのみアクセスできる。 

同様にこれらと関連して、現在科学技術界の趨勢となっている「オープンサイエンス」という概念も念

頭に置く必要がある。オープンサイエンスとは、平成 25 年 6 月の G8 科学技術大臣会合において議題

として取り上げられたもので、政府がその後議論を経て策定した「第 5 期科学技術基本計画」（平成 28

～32 年度）6),7),8)では“オープンアクセスと研究データのオープン化（オープンデータ）を含む概念”と定

義付けられている。この中で、“オープンな情報流通は市民の科学研究への参画を促し、これにより理

解が深まる”とされており、これは今回行う包括的評価システムを整備する上での目的と合致している。 
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図 1.3 オープンアクセスからオープンサイエンスへの動き 8) 
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2. 現状、課題及び今後必要な整備内容 

 

以下に、今後整備を行う対象である「包括的評価システム」について、これを構成する要素である「環

境モニタリングデータベース」、「統合解析支援環境」、「環境回復知識ベース」それぞれについて、現

状、これまで挙げられてきた課題、さらには課題に対して今後行うべき整備の内容について示す。さら

には、全体としての「包括的評価システム」についても同様に現状、課題及び関連する既存のデータベ

ースやシステムとあわせ今後行うべき整備の内容について示す。 

 

2.1 「環境モニタリングデータベース」  

2.1.1 現状 

機構が自ら取得したデータだけでなく、原子力規制庁を始めとする各省庁や福島県等の自治体が環

境モニタリングにより取得した公開データを収集したのち汎用性のある統一フォーマットを用いて整理し

た。さらに、数値データ、地理統計データ（標高や土地利用等）、可視化に用いるマッピングツール及び

可視化されたデータ（マップやグラフ等）を機構及び部門ウェブサイト上に平成 27 年 2 月から公開して

いるものである 2)（図 2.1.1）。 

 

 

図 2.1.1 環境モニタリングデータベース 2) （トップページ） 

 

本データベースが公開されるまで、いくつかのデータベース関連事業があった。まず、文部科学省

が構築した「放射性物質の分布状況等調査データベース」がある。このデータベースの構築は、原子力

施設から放出された放射性物質の分布状況をいち早く把握し、地域住民の安全を確保しつつ適切な対

策をたてるため、広域かつ均一な手法による測定を行った事業の一環として実施された。このデータベ

ースにより、事故直後に測定した貴重なデータが管理・保存され、原子力災害の対策に有効に活用さ
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れた。機構はこの事業の実施機関となり、得られた空間線量率の測定結果や土壌・河川・地下水等の

分析結果、さらに航空機によるモニタリング事業による測定結果を収集・統合して公開した（平成 24年9

月）。 

一方、文部科学省以外の関係省庁や地方自治体も福島第一原発の事故以来、多くの環境モニタリン

グ調査を実施していた。これら測定データも、放射性物質の現状分布の把握や将来予測に不可欠な貴

重なデータであるが、各実施機関により独立に公開されていたため、インターネット上に測定データが

散在し、かつ、目的にあわせて独自の形式（主に PDF）で公開されていた。そこで原子力規制庁は、

「放射性物質の分布状況等調査データベース」を引き継ぎ、関係省庁及び地方自治体等によってこれ

までに公開されてきた種々の環境モニタリングの測定結果についても一元的に管理、公開する事業を

立ち上げた。機構はこの事業も実施機関となり、これらデータの収集及び再利用可能な形式（CSV 等）

に変換し公開した（平成 25 年 11 月）。 

これら事業によるデータの公開は、主にCSVファイル（レコード数が多いものについては KMLファイ

ル）を整備し提供するものであった。しかしながら、事故後数年が経過し、これらの測定結果は膨大なも

のとなり、その全体の傾向を把握するのは、数値データを見るだけではもはや困難となってきていた。

そこで機構は、これまでのデータベース構築の知見を活かし、これら膨大なデータを地図やグラフなど

に可視化することで、容易に分布状況の把握を可能とする「環境モニタリングデータベース」を独自に

構築したところである。 

 

データの項目は、大きく分けて、空間線量率や放射性物質濃度の「放射性物質モニタリングデータ」

と、植生や土地利用等の「地理情報」から構成される。詳細は表 2.1.1 のとおりである。これらデータは、

当表の右列に示した項目からさらに細分化された項目に分かれており、各データ項目には、取得時期、

位置、実施機関が示されている（図 2.1.2）。データを取得したのは機構及びその他の官公庁、地方自

治体や研究機関である。このうち、「走行サーベイ」中の 1 項目、「河川、湖沼、森林内樹幹流等」中の 6

項目、「海底土」中の 2 項目のデータは、機構が主導で実施した測定により取得されたものである（表

2.1.1 中※）。これらのうち、「走行サーベイ」中の 1 項目以外は、部門が取得しているものである。 

 

機構が取得したデータは、各担当が所定のフォルダに格納することにより機構のシステム計算科学

センターが集約できることとなる。また、その他の官公庁や研究機関が取得したデータについては、シ

ステム計算科学センターが自動または手動により収集し別途集約している（図 1.1）。 

さらにシステム計算科学センターは、収集及び集約したデータを、主に一般の方々を想定した利用

者がデータを見て直感的に状況を理解することができるように図表や色を用いて大量のデータを可視

化したのち、地理的なデータも加えて機構及び部門ウェブサイト上に公開している。 

 

これらの用途としては、2.2「統合解析支援環境」において各種の解析に用いられている他に、一般の

方々をはじめとした利用者が上記の機構及び部門ウェブサイトからそれぞれも目的に応じダウンロード

して用いられている。 
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表 2.1.1 環境モニタリングデータベースのデータ項目 

（※：機構が主導で実施した測定のデータを含む項目） 

放射性物質 

モニタリング 

データ 

空間線量率 

サーベイメータ 

走行サーベイ（※） 

航空機モニタリング 

モニタリングポスト・リアルタイム線量計 

陸水関連の状況 
河川、湖沼、森林内樹幹流等(※) 

陸水の水生生物 

大気の状況 

ダスト 

モニタリングポスト（ダストモニター） 

降水 

土壌の状況 

In-situ 測定 

航空機モニタリング（セシウム沈着量） 

土壌試料・環境試料分析 

土壌深度分布調査 

食物の状況 

飲料水 

食品・食料品 

水産物 

農産物 

野生鳥獣肉 

海域の状況 

海水 

海底土（※） 

海上の塵 

海上の空間線量率 

海域の水生生物 

地理情報 

標高 

植生 

土地利用 

積雪 

土壌 
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図 2.1.2 環境モニタリングデータベース （示されているデータの一例） 

 

2.1.2 課題 

これまで公開されてきたデータは、測定時点における分布状況（スナップショット）である。しかしなが

ら、スナップショット情報だけではなく、事故当初から現在まで分布状況がどのように変化してきたのか

（変化の履歴情報）も、今後の福島復興計画立案には重要である。そこで、事故後 7 年間にわたり蓄積

してきた大量の測定データを活用し、分布状況の変化傾向の分析、公開を進めていく必要がある。 

精度の高い変化の履歴情報を得るためには、データの空間的・時間的な統合技術の確立が重要で

ある。精度の高い変化の履歴を分析するためには、均質性（精度が保証された手法により測定された、

歪みやばらつきの少ないデータであること）、広域性（汚染地域全体にわたって測定されていること）、

高頻度性（時間的に頻度高く測定されていること）の 3 つの特質を満足するデータが必要であるが、こ

れらを全て満足する測定結果がないのが現状である。例えば、原子力規制庁によるマップ事業や福島

県によるメッシュ調査では、標準的な手順に従い、定期的に広域に及ぶ測定が実施されているが、居

住地域でない山林における測定データは少なく、また、年に 1～2回程度の頻度でしか実施されていな

い。航空機サーベイでは、山林等も含むより広域な測定が実施されているが、上空からの測定であるこ

とから、地上における測定結果と比較すると系統的な歪みを含んでいる。一方、モニタリングポストによ

る測定では、高頻度の測定が実施されているが、測定点数が県内全域で数千地点しかないという欠点

が存在する。 
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また、最新のデータの取得集約方法については 2.1.1 に示した通りであるが、このうち機構データに

ついては各担当者が手動でアップロードを行っているため、利用者にとってタイムリーなデータ利用が

困難となる可能性がある。また、官公庁や他研究機関のデータについては、一部は自動であるものの

その他は手動で収集集約していることから同様の問題がある。  

 

2.1.3 今後必要な整備内容 

これらのデータを単独で用いて変化傾向を分析するのではなく、それらを統計的に比較し、相関を

分析することで、時間的にも空間的にも稠密で、かつよりリアルな統合化マップを作成し、変化傾向に

関する情報を提供する。統合化マップの作成には、統計解析技術、データ処理技術に加え、測定機器

や測定手法の特質に関する専門知識も必要である。したがって、機構内で統計解析技術やデータ処

理技術を有する部署と測定機器や測定手法の専門知識を有する部署の緊密な連携の下、推進してい

く。 

また、データの取得集約方法については、測定実施機関による公開情報の自動収集の高度化や取

得情報のテキストデータへの変換の高精度化も今後必要となる。これらを整備していくことで、手動によ

る間違いを削減し、かつ、最新データの早期公開を実現が可能となり、本データベースの利用促進が

期待される。 
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2.2 「統合解析支援環境」  

2.2.1 現状 

住民の帰還促進や産業復興を図る上で、現在及び将来における放射性核種の移動による農林水産

物中の放射性核種濃度の変化傾向や、生活圏への放射性核種の流入挙動等の情報が求められてい

る。そこで、部門の福島環境安全センターでは福島の環境中での放射性セシウム分布の将来予測を含

む、環境動態を解析・評価するツールとして、これまでに評価モデルの整備と各種解析を進めてきた

9),10)。 

具体的には、これまでに「コンパートメントモデル」（以降、“CM”と呼ぶ。モデルの概要については本

節末尾に触れる。）を開発し、どの領域に対してどれだけ移行抑制対策をすれば、何年後に何（例えば

コメ、魚あるいは材木となる辺材・心材）の放射性セシウムの蓄積量がどれだけ変わるか、河川流域スケ

ールで評価できるようになった 11)。また、「土壌流亡予測式USLE を用いた土砂及びCs 移動解析プロ

グラム」（以降、“SACT”と呼ぶ。）を開発し、100m2の分解能で USLE に基づく放射性セシウムの移行評

価を行うとともに 12),13),14),15),16)、河川、ダム湖、河口域における放射性セシウムの移行挙動についても複

数の解析モデルを用いて詳細解析を進め、観測値との比較を行い概ね整合的であることを確認し、将

来の挙動を予測できるようになってきた 17),18),19),20)。加えて、陸域についても詳細物理モデルを用いるこ

とで土砂移動とともに放射性セシウムがどこにたまりやすいかを明らかにするとともに、流域の違いによ

る流出挙動の変化についても考察を進め、将来の挙動を予測できるようになってきた 21),22)。さらに、空

間線量率変化及び除染効果を評価するために、任意の放射性セシウムの土壌中深度プロファイルから

線量率を計算するツール「ADRET」を開発し、いくつかのケースに適用し測定結果と整合的であること

を確認した上で 23,24)、現在、さまざまな場所を対象にこのような評価ができるように整備しているところで

ある。 

その他の個別モデルの開発状況としては、詳細な 3 次元水系モデルの開発、樹木や建物の 3 次元

構造や地形を考慮した線量率解析モデルの開発等を行っている。さらにこれらに加え、空間線量率の

モニタリング結果に基づき統計的手法を用いて事故後 30 年までの空間線量率を推定した「統計手法」

25)や、国や自治体が策定する除染計画の立案や効率的な除染実施支援を目的として開発された「除染

活動支援システム」（以降、“RESET”と呼ぶ。）26),27)がある。 

これまでに、本「統合解析支援環境」は、同じ包括的評価システムの構成要素である環境モニタリン

グデータベース（2.1 節参照）と関連付けながら整備を進めており、現在までに、上記解析ツールのうち、

CM、SACT、ADRET の実装を実現している。参考までに以下にこれら 3 つのモデルの概要を示す。 

 

(1) コンパートメントモデル 

コンパートメントモデル（Compartment model､CM）は森林から河川、河川から湖沼、河川から海への

放射性セシウムの流出を重要な移行プロセスとして設定し、移行に伴って想定しうる主な被ばく経路とし

て、農林水産物や野生動植物などへの影響を考慮したもので、動的コンパートメントと静的コンパートメ

ントからなる。動的コンパートメントとは放射性セシウムのインベントリが時間変化するコンパートメントで、

森林内では葉、枝、樹皮、辺材、心材、落葉層、土壌層を設定でき、地表水系では河川、河川堆積物、

湖沼、湖底堆積物、農地・都市域、近海、外洋を設定できる（図 2.2.1）。コンパートメント間の移動は時

間当たりの移動量（移行率）によって設定する。静的コンパートメントとは放射性セシウムの濃度が動的
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湖沼、湖底堆積物、農地・都市域、近海、外洋を設定できる（図 2.2.1）。コンパートメント間の移動は時

間当たりの移動量（移行率）によって設定する。静的コンパートメントとは放射性セシウムの濃度が動的

JAEA-Review 2017-040 

- 13 - 

コンパートメントの濃度に対し瞬時に平衡に達するコンパートメントで、任意の数の原木・材木、バイオ

マス燃料、野生動植物、浚渫土壌、魚介類、飲用水、農作物が設定できる。このコンパートメントモデル

を用いることによって、年度毎の森林や水系の各コンパートメントのインベントリや濃度、コンパートメント

間のフラックスなどのおおよその値を算出することができる。 

 

 

 

図 2.2.1 コンパートメントモデルの接続関係 

 

(2) SACT 

SACT（Soil and Cesium Transport model） は、福島第一原発事故後に地表に降下した137Cs を長期

移行評価することを目的に、機構が開発した、主要な移行経路である土砂移動を考慮した土砂及びCs 

移行解析プログラムである。計算手順としては、米国農務省を中心に開発された式である土壌流亡予

測式USLE (Universal Soil Loss Equation)を用いて土砂の流亡土量を計算する。流亡土量計算の際には、

既往の計算式を用いて、土砂のうち砂には掃流砂を、シルト及び粘土には浮流砂の計算を行う。さらに、

各粒度の土粒子に吸着した137Cs の濃度比を考慮することで137Cs の移動量を計算する(図2.2.2)。

SACT は、以下の特徴を持つ。 

・ USLE 等のシンプルな数式を用いて計算を行うため、地形や土地利用等の公開データのみ

を用いて必要なパラメータを設定し、迅速に広範囲かつ長期の計算を行うことができる。 

・ 着目する領域の土地利用や土壌、降雨特性等の地域性を考慮してパラメータの値を設定す

ることにより、別途現場で取得されたデータを反映した計算が可能である。 
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図 2.2.2 SACT における解析対象領域と手順 

 

(3) ADRET 

ADRET は線量率変化及び除染効果を評価するために、「任意の体系中における様々な放射線の

挙動を核反応モデルや核データを用いて模擬するモンテカルロ計算コード」（Particle and Heavy Ion 

Transport Code System：PHITS）を基に平地における任意の放射性セシウムの土壌中深度プロファイル

から線量率を計算するツールである。放射性セシウムの土壌深部への移行に伴う線量率の物理減衰以

上の低下を解析的に再現、水平方向の濃度分布の違いが空間線量率に及ぼす影響を定量的に評価

できる（図 2.2.3）。また、面的除染及び農地除染の手法としての表土剥ぎ取り・天地返し・反転耕の解析

を行い、除染モデル事業の結果を解析的に検証した。 
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図 2.2.3 ADRET の概要 23) 

放射性セシウムの土壌深度方向の

移動に伴う空間線量率低下を再現 実測値と整合する事を確認 

month/year 
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2.2.2 課題 

2.2.1 に示した各種解析ツールは独立に開発してきたものであり、また専門家向けのもので一般の方

が容易に結果を見られるような仕組みになっていないため、将来予測に係る情報が提供できていなか

った。そのため、それらの情報を当「統合解析支援環境」でユーザーが容易に結果等を閲覧できる状

態にしておく必要がある。 

また、これまで「環境モニタリングデータベース」（2.1 節参照）においては主に福島県を対象とした測

定結果の公開を進めてきたが、今後は特質の違い（例えば、海に面している、川の流域である、山間部

に存在する、田畑が多い、住宅地が多い等）を反映できる小さいスケール（例えば、市町村スケールま

たは避難指示が解除された地域）での情報を提供する必要がある。  

これにより、「環境モニタリングデータベース」とあわせて測定結果やその履歴に係る情報を提供する

ことができ、また将来予測に係る情報が提供できることとなる。 

 

2.2.3 今後必要な整備内容 

避難指示が解除された市町村については、今後はそこで生活する上での不安や見通しが重要となり、

農林水産物を含めた環境中の放射性物質濃度の将来予測が重要になる。そこで、精度の高い変化の

予測情報を得るためには、2.1 節で述べた変化の履歴を再現する、または将来予測をするためのモデ

ルも必要である。これまでに構築してきた多様なモデル並びに解析結果を整備し（具体的には、CM、

SACT、ADRET の組み込みを行い、陸域についての詳細物理モデル、3 次元水系モデルを用いた解

析結果の組み込みを行う。）、上述の変化の履歴の再現と将来予測に係る結果の公開を進めていく。同

時に、各種シミュレーションコードの実行・解析処理に対し、画面の構成部品を共通化し、利用者に統

一的な操作感を提供するとともに開発の効率を図る。 

あわせて、帰還困難区域の除染シミュレーション結果と空間線量率の将来予測を来年度に部門ウェ

ブサイト上に公開する予定であるが包括的評価システムとの関連付けがなされていない RESET26),27)も、

当統合解析支援環境に取り込んでいく。 

現在図 1.1 に示した「包括的評価システム」の開発を進めている。例えば、「環境モニタリングデータ

ベース」と環境動態シミュレーションコードを当「統合解析支援環境」下で連携させ、解析した結果を視

覚的にわかりやすく提示するとともに、関連する疑問への回答を「環境回復知識ベース」から呼び出し

閲覧できる状態にできるようにしようとしている。各発信媒体間で関連情報に自由に移行できる仕組みと

しており、また興味に応じて、3 つのどの要素からも入れるようにしている。 

そこで、今後は以下のような具体的活用事例を示せるようにする。 

 

事例 1：ある場所での 10 年後の放射性セシウム分布量が知りたい。 

・ 利用コードの選択（SACT） 

・ 処理内容の選択（シミュレーション実行） 

・ 初期条件の選択（平成 23 年）← 環境モニタリングデータベースからの情報を自動的に入力 

・ どのデータを使うか（放射性セシウム分布状況） 

・ 結果の提示（図 2.2.4a） 

・ 関連情報の提示（図 2.2.4b） 
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事例 2：あるダム湖での洪水時の放射性セシウムの流出挙動が知りたい。 

・ 利用コードの選択（3 次元水系モデル） 

・ 処理内容の選択（シミュレーション結果） 

・ 解析処理の選択（ダム湖内の放射性セシウム分布状況） 

・ 結果の提示（図 2.2.5a） 

・ 関連情報の提示（図 2.2.5b） 

 

事例 3：ある場所での 10 年後のアユの放射性セシウム濃度が知りたい。 

・ 利用コードの選択（コンパートメントモデル） 

・ 処理内容の選択（シミュレーション実行） 

・ どのデータを使うか（鮎） 

・ 結果の提示（図 2.2.6a） 

・ 関連情報の提示（図 2.2.6b） 

 

事例 4：ある場所での除染前後の空間線量率の変化が知りたい。 

・ 利用コードの選択（RESET） 

・ 処理内容の選択（データ呼び込み（RESET）） 

・ 結果の提示（図 2.2.727）） 

 

その他、異なるツール間の連携解析もできる仕組みとする。以下に例を示す。 

・ SACTでＸ年後の沈着量を計算し、流域毎にBq/m2の平均値を出し、それに基づきコンパートメント

モデルで流域毎の数値を出す。 

・ SACT で計算した結果から出せる移行率をコンパートメントモデルに反映させ評価する。 
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図 2.2.4a 結果の提示イメージ 

 

 

図 2.2.4ｂ 関連情報の提示（「環境回復知識ベース」における一例：2.3 参照） 
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図 2.2.5a 結果の提示イメージ 

 

 

図 2.2.5ｂ 関連情報の提示（「環境回復知識ベース」における一例：2.3 参照） 

ただし、用いたコードは図 2.2.5a と異なる。 
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図 2.2.6a 結果の提示イメージ 

 

 

図 2.2.6ｂ 関連情報の提示（「環境回復知識ベース」における一例：2.3 参照） 

 

 

 

 

 

 

Time (y) Time (y) 
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図 2.2.6a 結果の提示イメージ 

 

 

図 2.2.6ｂ 関連情報の提示（「環境回復知識ベース」における一例：2.3 参照） 
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図 2.2.7 結果の提示イメージ（RESET の結果）27) 

 

山や谷など地形の違いによる 
影響が考慮できる。 

除除染染対対象象エエリリアア 

除染をしていない所からの放射線の 
影響が考慮できる。 
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2.3 「環境回復知識ベース」 

2.3.1 現状 

これは、機構が行った調査研究で得られた知見を、関連する他研究機関等の調査研究結果とあわせ

て、主に一般の方々が見て直感的に理解することができるように簡潔かつ適切な用語を用いて、平成

28 年 3 月に部門ウェブサイトにおいて Q&A 形式で公開を開始したものである 2)。利用者は“環境動態

研究等で得られた知見 住民の皆様の不安に答える Q&A”という名称の窓口から入り、必要性や興味

に応じて様々な分野の最新の知見を得ることができる。 

機構は環境中の放射性物質の分布状況の把握や放射性セシウムの移動状況に係る調査研究、さら

にはこれらを踏まえた被ばく線量評価について取り組んできたことから、機構で実施した調査研究の成

果を基に外部で行われた重要な調査研究の成果も加えて、住民の方々の不安に答え得られた正確な

情報と科学的な知見を解説することを目的に当知識ベースを作成・公開することとした。 

内容は、農林水産業の再開や住民の方の帰還にあたり懸念される事項として選定した。具体的には、

大きく「放射性物質と空間線量率」、「被ばく線量評価」、「環境動態研究」に分かれ、さらに「環境動態研

究」が放射性セシウムの移行経路である「森林」及び「河川水系」に分かれ、これら４つの Q シリーズに

分かれている（図 2.3.1）。この 4 つの Q シリーズそれぞれが、さらに内容毎にまとめられたカテゴリーに

分かれている（表 2.3.1）。 

 

図 2.3.1 環境回復知識ベース （トップページの下位の入口にあたるページ） 

Q1シリーズ Q2シリーズ 

Q3シリーズ Q4シリーズ 
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これは、機構が行った調査研究で得られた知見を、関連する他研究機関等の調査研究結果とあわせ

て、主に一般の方々が見て直感的に理解することができるように簡潔かつ適切な用語を用いて、平成

28 年 3 月に部門ウェブサイトにおいて Q&A 形式で公開を開始したものである 2)。利用者は“環境動態

研究等で得られた知見 住民の皆様の不安に答える Q&A”という名称の窓口から入り、必要性や興味

に応じて様々な分野の最新の知見を得ることができる。 

機構は環境中の放射性物質の分布状況の把握や放射性セシウムの移動状況に係る調査研究、さら

にはこれらを踏まえた被ばく線量評価について取り組んできたことから、機構で実施した調査研究の成

果を基に外部で行われた重要な調査研究の成果も加えて、住民の方々の不安に答え得られた正確な

情報と科学的な知見を解説することを目的に当知識ベースを作成・公開することとした。 

内容は、農林水産業の再開や住民の方の帰還にあたり懸念される事項として選定した。具体的には、

大きく「放射性物質と空間線量率」、「被ばく線量評価」、「環境動態研究」に分かれ、さらに「環境動態研

究」が放射性セシウムの移行経路である「森林」及び「河川水系」に分かれ、これら４つの Q シリーズに

分かれている（図 2.3.1）。この 4 つの Q シリーズそれぞれが、さらに内容毎にまとめられたカテゴリーに

分かれている（表 2.3.1）。 

 

図 2.3.1 環境回復知識ベース （トップページの下位の入口にあたるページ） 

Q1シリーズ Q2シリーズ 

Q3シリーズ Q4シリーズ 
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表 2.3.1 環境回復知識ベースのシリーズ及びカテゴリー構成 

シリーズ カテゴリー 

放射性物質と空間線量率 

（Q1 シリーズ） 

全般 

放射性物質 

空間線量率 

結果の公表 

測定手法 

被ばく線量評価 

（Q2 シリーズ） 

全般 

内部被ばく 

外部被ばく 

線量の基礎知識 

環境動態研究 

森林 

（Q3 シリーズ） 

全般 

森林内外の移動 

森林内の移動 

森林生態系への影響 

河川水系 

（Q4 シリーズ） 

全般 

河川での移動 

ダムでの移動 

海での移動 

 

利用者は、部門ウェブサイトから入ったのち、Q1 シリーズ、Q2 シリーズ及び環境動態研究（Q3 及び

Q4 シリーズ）を選択できる画面に移行する（図 2.3.1）。そこで必要性や興味に応じQ シリーズを選択し

たのち、その中に含まれている全てのQ&Aをツリー構造で示した画面に移行する（図2.3.2）。その中で

は Q&A は、上記のカテゴリー毎にまとめられており、かつ概要的なもの（図 2.3.2 上側）から詳細なもの

（図 2.3.2 下側）のように配置されることで各Q&A の関連付けも示されている（このため、通称“階層

Q&A”と呼んでいる）。したがって、利用者は自らの必要性や興味に適合する Q&A をシリーズ中から探

すことができるとともに、さらに一般的な階層あるいは専門的な階層にどのような関連する Q&A がある

かを知ることができる。 

ツリー構造中で探したQ&Aをクリックすることにより、当該Q&AがPowerPointを用いて作成したPDF

ファイルが表示される。これは利用者が複数の資料やページを読む必要がないように 1 ページに要約

された情報であり、以下の情報が含まれている（図 2.3.3）。 

・ 質問（Q） 

・ 回答（A） 

・ その根拠となるデータやそれを基に作成した調査結果 

・ 詳細な情報が示されている出典（学会発表要旨、投稿論文等）のアクセス先 
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図 2.3.2 ツリー構造で示される Q&A （Q2 シリーズの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3 Q&A をクリックしたのち示される情報 （Q2-4-6 の例） 
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図 2.3.2 ツリー構造で示される Q&A （Q2 シリーズの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.3 Q&A をクリックしたのち示される情報 （Q2-4-6 の例） 
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なお、福島第一原発の事故により環境中に放出された放射性核種毎の被ばくに対する影響につい

て確認するため、国際原子力機関（以降、“IAEA”と呼ぶ。）が提案している線量換算係数を用いて平成

23 年 6 月以降 50 年間の被ばく線量が大まかに算出された。その結果、他の放射性核種より相当に沈

着量が高いことが主な理由により、放射性セシウムである 137Cs及び 134Csの被ばく線量への寄与が圧倒

的に大きいと推定された 28)。そのため、「環境回復知識ベース」においては放射性セシウムに関する記

述が相当部分を占めている。 

また、これらは、平成 28 年 3 月の公開から運用されており、それ以降はアクセス数平均三千回/月で

利用されている。 

 

2.3.2 課題 

現在公開・運用されている「環境回復知識ベース」の構成・内容は、福島第一原発の事故以降、機構

等が行ってきた調査研究で得られた正確な情報と科学的な知見を解説することができ、上記のとおり利

用数があることから、当初の目的を達成したものであると評価できる。 

しかしながら、公表時点以降の調査研究で得られた成果を入れ更新し、継続的により利用者が使い

やすく、かつ分かりやすいものしていく上では課題が多く残されている。 

課題を整理すると、以下の通りとなる。 

 

(1) 知識や背景情報が異なる利用者層に対応できるよう構成及び内容を見直す必要がある。 

- 現状は各質問に対し PowerPoint1 ページでの説明のみであり、より詳しい情報が必要な場合

の入手先等の情報が不十分である。また、逆により容易な情報でないと理解が困難な場合に

も対応できない。 

- 現状では利用者にとって理解できない用語や内容がある場合、容易に調べることができな

い。 

 

 (2） より使いやすい情報へのアクセスや見せ方を検討する必要がある。また、現状では対応できない

利用者の要求に対応できる内容・構成とする必要がある。 

- 知りたい情報を見つけるのが容易でないだけでなく根拠に乏しいため理解を深めることが困

難である状況を改善する必要がある。 

- 現状ではシリーズ毎の構成となっているが、シリーズ間をまたがった必要性や興味がある利

用者がシリーズの枠を越えて容易に情報を得ることが容易でない。 

- 現状の PDF ではグラフや図表の見方が制限され、かつ不明瞭なことがある。 

 

(3) 公開時（平成 28年3月）以降に蓄積された成果（機構以外の成果含む）を含め最新のものとする必

要がある。 

 

(4） 機構が福島で行っている調査研究のうち成果が十分発信されていないもの（例えば、市街地調査、

解析の結果）を取り入れる必要がある。 

このうち市街地調査については、環境回復にとっては大きな柱であるにも係らず、公開時（平成 28
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年 3 月）には十分なデータや調査結果が出されていなかった。また部門ウェブサイトにおいて運用

されていた「除染技術情報なび」5)とも内容が一部重複することもあり、「環境回復知識ベース」2)に

は成果が多く示されていなかった。しかしながら、その後成果が蓄積されてきたことから取り入れる

方法、内容、場所等について検討する必要がある。 

解析については、先行して行っていた調査やそれによるデータ取得と比較して成果が同様に蓄積

されておらず、「環境回復知識ベース」には同様に成果は多く示されていなかった。しかしながら、

市街地調査と同様に成果が蓄積されてきていることから、同様に検討が必要である。 

 

(5） 既存の関連するデータベースやシステム（例えば、FNAA4）、「除染技術情報なび」5)、RESET）を取

り入れる必要がある。 

このうち、FNAA については、長期にわたる事故対応の研究開発の支援を目的として平成 26 年

6 月に構築された、福島第一原発事故に関するインターネット情報・学会等発表情報の総合検索

システムである。約13万件のデータ（平成29年11月現在）を、IAEAのタクソノミー（原子力事故情

報の階層的な分類構造）を用いて体系的に整理し、さらに国立国会図書館のインターネット資料収

集保存事業（WARP）で保存された情報源とリンクすることにより恒久的なアクセスが可能となってい

る。これも「環境回復知識ベース」とあわせて活用することでより効率的な情報発信ができると思わ

れるが、現状においては関連付けがなされていない。 

「除染技術情報なび」については、平成 23 年度に行った内閣府受託の「除染モデル実証事業」

の結果まとめられた報告書の内容を中心に、除染対象地区居住者や除染事業実施者を対象に平

成 25 年度に公開したものである。平成 26 年 9 月に内容を一部更新し、その後運用している。これ

は、除染事業は今後長期間にわたって実施される予定であり多くの費用と人員が投入されるため

上記報告書の内容を分かりやすい形で伝える必要があるとの理由から作成されたものであるが、

今後において福島第一原発の事故と同様な事象が起きた場合等に既存の資源として活用できる

よう、最適な方法を見直していく必要がある。 

RESETについては、帰還困難区域の除染シミュレーション結果と空間線量率の将来予測を来年

度に部門ウェブサイト上に公開する予定であるが、包括的評価システムや本「環境回復知識ベー

ス」との関連付けは十分検討されていない。 

 

(6） 今後構造・内容の更新は継続的に行うこととなるが、その進め方がルーチン化されていない。また

定期的な更新ではなく重要な事象発生（例えば、平成 29 年夏の山火事）時の追加機能も付加する

必要がある。 

 

(7) これまでは、直感的にわかりやすい情報を、できるだけデータの加工、編集を抑えファクトデータの

提供を進めてきたが、一般の方々のニーズは徐々に変化してきており、十分な理解を得ることは難

しい。 

 

2.3.3 今後必要な整備内容 

1.に示したとおり、「環境回復知識ベース」については、現在見直しを行っており平成 29 年度末に公

JAEA-Review 2017-040

- 26 -



JAEA-Review 2017-040 

- 26 - 

年 3 月）には十分なデータや調査結果が出されていなかった。また部門ウェブサイトにおいて運用

されていた「除染技術情報なび」5)とも内容が一部重複することもあり、「環境回復知識ベース」2)に

は成果が多く示されていなかった。しかしながら、その後成果が蓄積されてきたことから取り入れる

方法、内容、場所等について検討する必要がある。 

解析については、先行して行っていた調査やそれによるデータ取得と比較して成果が同様に蓄積

されておらず、「環境回復知識ベース」には同様に成果は多く示されていなかった。しかしながら、

市街地調査と同様に成果が蓄積されてきていることから、同様に検討が必要である。 

 

(5） 既存の関連するデータベースやシステム（例えば、FNAA4）、「除染技術情報なび」5)、RESET）を取

り入れる必要がある。 

このうち、FNAA については、長期にわたる事故対応の研究開発の支援を目的として平成 26 年

6 月に構築された、福島第一原発事故に関するインターネット情報・学会等発表情報の総合検索

システムである。約13万件のデータ（平成29年11月現在）を、IAEAのタクソノミー（原子力事故情

報の階層的な分類構造）を用いて体系的に整理し、さらに国立国会図書館のインターネット資料収

集保存事業（WARP）で保存された情報源とリンクすることにより恒久的なアクセスが可能となってい

る。これも「環境回復知識ベース」とあわせて活用することでより効率的な情報発信ができると思わ

れるが、現状においては関連付けがなされていない。 

「除染技術情報なび」については、平成 23 年度に行った内閣府受託の「除染モデル実証事業」

の結果まとめられた報告書の内容を中心に、除染対象地区居住者や除染事業実施者を対象に平

成 25 年度に公開したものである。平成 26 年 9 月に内容を一部更新し、その後運用している。これ

は、除染事業は今後長期間にわたって実施される予定であり多くの費用と人員が投入されるため

上記報告書の内容を分かりやすい形で伝える必要があるとの理由から作成されたものであるが、

今後において福島第一原発の事故と同様な事象が起きた場合等に既存の資源として活用できる

よう、最適な方法を見直していく必要がある。 

RESETについては、帰還困難区域の除染シミュレーション結果と空間線量率の将来予測を来年

度に部門ウェブサイト上に公開する予定であるが、包括的評価システムや本「環境回復知識ベー

ス」との関連付けは十分検討されていない。 

 

(6） 今後構造・内容の更新は継続的に行うこととなるが、その進め方がルーチン化されていない。また

定期的な更新ではなく重要な事象発生（例えば、平成 29 年夏の山火事）時の追加機能も付加する

必要がある。 

 

(7) これまでは、直感的にわかりやすい情報を、できるだけデータの加工、編集を抑えファクトデータの

提供を進めてきたが、一般の方々のニーズは徐々に変化してきており、十分な理解を得ることは難

しい。 

 

2.3.3 今後必要な整備内容 

1.に示したとおり、「環境回復知識ベース」については、現在見直しを行っており平成 29 年度末に公
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開する予定である。その中では、機構内の関係部署と協力し、2.3.2 に示した課題のうち(1)～(3)に対応

した見直しを行っている。 

各課題に対する具体的な取り組みは以下の通りである。 

 

(1) 想定する主な利用者は一般の方々ではあるものの、福島第一原発の事故から約 7 年が経過しよう

としており、従来より知識を有する一般の方々、地元自治体の方々、専門家の方々の関心も高まり、

利用者層として想定する必要があると思われる。そのため、より幅広い利用者層に対応する構成や

内容とし、あわせて内容や表現を見直す。あわせて、理解できない用語や内容をその場で調べる

ことができる機能を追加する。具体的には、 

- なるべく専門用語を使わず分かりやすい一般の方向けの情報からなるページ、より専門家向

け情報からなるページを追加する。 

- 根拠情報を従来より充実させ、機構研究連携成果展開部の「研究開発成果検索・閲覧システ

ム（JOPSS）」29)や FNAA4)に掲載されている場合はジャンプ先を示す等の工夫を行う。 

 

 (2） シリーズ間をまたがった必要性や興味に対応できる機能を追加する。例えば、地元の方々が日

常の生活をする上では被ばくの有無や程度が最大の関心事だとした場合、複数のシリーズから情

報を取得できるようにする（Q1 シリーズには放射性物質や空間線量率の変化、Q2 シリーズには内

部・外部被ばくの詳細な説明、Q3シリーズには森林内作業やきのこ摂取による被ばく、Q4シリーズ

にはレクリエーション活動や水産物摂取による被ばくに係る Q&A がある）。具体的には、 

- 必要性や興味に応じ利用者がキーワードを入力すると、関連するQ&Aがシリーズを越え新た

な Q&A 群を作成し表示される機能を追加する。 

また、グラフや図表を利用者がそれぞれの目的で使えるような機能を追加する。具体的には、 

- 現状の PDFではなくHTML方式とし、説明が必要と思われる用語を事前に抽出しておき、オ

ンマウスイベントで事前に用意した解説がポップアップで現れるような機能を追加する。 

- また、グラフや図表についても特定の行や列をクリックすると、データやそれを用いた新たな

グラフが表示される機能を追加する。 

 

(3） 公開時（平成 28 年 3 月）に示されている成果以降に得られた成果を取り入れる。機構以外の成果

についても同様とし、最新の情報が得られるようにする。 

 

2.3.2 に示した課題のうち、その他の(4)～(7)に対しては本報告書を基に来年度から具体的な進め方

を検討し作業に着手する予定である。それぞれ以下に現在検討している整備内容を示す。 

 

(4） 市街地調査については、データは調査結果が蓄積されつつあることから、「除染技術情報なび」と

の関連付け（下記(5）参照）も含め追加する内容や取り入れる場所を検討する。 

解析についても特に環境動態研究において多くの成果が出されている（例えば、CM、SACT、

ADRET）ことから、今後は追加していくこととし、現在コンテンツを作成しておりこれを継続する。 
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(5）  FNAAについては、現在行っている「環境回復知識ベース」の見直しにおいては、引用する情報

源が FNAA に掲載されている場合にはその出典情報を示すことで、リンク切れを起こすことなく情

報源へのアクセスを確保することを試みており、今後も同様な作業を継続する。 

「除染技術情報なび」については、「環境回復知識ベース」と内容が一部重複している用語集等

について、既存の資源として最適な活用方法を見直す。例えば、閲覧数等の状況を評価し、残す

必要があるものとないものを区分し、残すものについては「環境回復知識ベース」に取り入れる等

検討する。 

同様に、環境動態研究とは別に除染活動に関して多くの成果が出され、来年度に部門ウェブサ

イト上に公開する予定である「RESET」についても取り込みを検討する。 

 

(6） 定期的な更新だけでなく一般の方々にとって情報が必要となるような重要な事象発生時に、定期

的なものを待たず見直し・更新を行うことができるような機能についても今回の見直しにおいて検討

を行っている。 

 

(7) ファクトデータの提供だけではなく、ファクトデータの解釈も含め、さらにその解釈についてもわかり

やすい情報の提供を進めていく。そのためには、以下の課題に対し、事前に地域住民との会合に

より住民ニーズの把握を行っておく必要がある。 

・ 地域住民との対話を介した疑問、ニーズの的確な把握 

・ 疑問、ニーズに対する専門的な知識を背景とした回答の作成 

・ 地域住民、一般国民に分かりやすく噛み砕いた情報の作成 

・ 興味を持った利用者が段階的に知識を深化できるように、徐々に専門的な情報へとナビ

ゲーション可能とする知識の体系化、構造化 

・ 地域住民や一般国民の多数が保有しているスマホやタブレット等の特質を活かした情報

の発信 
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2.4 「包括的評価システム」全体の整備に向けた取り組み 

2.4.1 現状 

1.に示したとおり、機構では、2.1、2.2、2.3に示した三つの構成要素を包含したものを「包括的評価シ

ステム」と呼んでいる（図 1.1、1.2）。当システムを整備する目的は、科学的な裏付けに基づいた情報を

適時適切に提供することにより合理的な安全対策の策定、農業・林業等の再生、避難指示解除及び帰

還に関する各自治体の計画立案等に貢献するためである 3)。 

これら三要素は、従来いずれも必要に応じ更新や見直しがなされており、特にこのうちの「環境回復

知識ベース」に対しては、現在見直しを行っており、平成 28 年 3 月の公開以降に得られた機構及び他

機関の調査研究結果を追加し更新するとともに、2.3.2 に示した課題のうち(1)～(3)に対応した見直しを

行っており、平成 29 年度末に公開する予定である。 

しかしながら、この見直しはあくまでも「包括的評価システム」の一構成要素の見直しであり、三要素

が相互に関連して存在するシステム全体としての見直しは行われていない。 

これに対しては、現在はシステム計算科学センターを中心に、「環境モニタリングデータベース」と解

析コードを「統合解析支援環境」下で連携させ、解析した結果を視覚的にわかりやすく提示するとともに、

関連して主に一般の方々が抱く疑問への回答を「環境回復知識ベース」から呼び出し列挙することがで

き、各発信媒体間で関連情報に自由に移行できる仕組みを構築しつつある。 

さらには、今後想定される情報の更新に際して効率的に作業が行えるよう、例えばグラフを描くため

の JavaScript を再利用できるようライブラリ化またはそれに準ずるツールとして整備し、ライブラリに渡す

データやパラメータを変えるだけで、別の図が書けるようにするということを意図し、再利用性を高めるこ

とで、更新のために必要なコーディング量を減らすことなどを狙っている。  

 

2.4.2 課題 

上記の現状にある課題に対しては、一部は検討され見直しが行われているものの、その他の部分に

ついては行われていない。特に、個別の要素毎のみならずシステム全体を対象として検討が行われて

いないことが今後の課題であろうと思われる。 

そのため、現在行われている課題への検討や見直しを継続するとともに、それと並行して、今後にお

いて中心となり業務を行うこととなる福島環境安全センターや現在業務を分担している部署が残されて

いる検討を行う必要がある。具体的な検討項目としては、 

 

・現状での三要素の関連をより明確化する必要がある。 

・あわせて、今後個別の要素の更新がなされる場合、時間差はあるにせよ他の二つの要素と無

関係のまま放置されないようにシステム全体として検討がなされる必要がある。  

・個別の要素毎及びシステム全体いずれに対しても、今後継続的に行う上では以下の項目に係

る基本的考え方を、福島環境安全センターが中心となり検討しておく必要がある。 

- 必要性 

- 実施内容 

- 時期（スケジュール、頻度） 

- 体制（担当部署、人員数） 
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- 予算 

- 将来的なルーチン化（2.3.3(6)参照） 

 

2.4.3 今後必要な整備内容 

まずは、2.4.2に示す課題の 1項目目に対しては、現在行っている、2.4.1に示した三要素の関連をよ

り明確化するための方策を継続する。 

例えば、 

「環境モニタリングデータベース」、「統合型解析支援環境」、「環境回復知識ベース」各発信媒体間のリ

ンケージ強化 

・ 「環境モニタリングデータベース」と解析コードを「統合型解析支援環境」下で連携させる。具体的

には「環境モニタリングデータベース」のデータを「統合型解析支援環境」において解析コードのパ

ラメータや初期・境界条件として活用できる仕様とする。そして、解析した結果（主に将来予測）を視

覚的にわかりやすく提示する。 

・ 「環境モニタリングデータベース」のデータ、「統合型解析支援環境」下で出力された解析結果に関

連する階層Q&Aを「環境回復知識ベース」から呼び出し、列挙するとともに提示できる仕組みとし、

各発信媒体間で関連情報に自由に移行できる仕組みとする。 

・ 「環境回復知識ベース」の階層 Q&A で関連情報に移行する仕組みを「統合型解析支援環境」下で

出力された解析結果についても同様の仕組みを構築し、複数の解析結果から総合的に評価できる

ようにする。 

 

情報更新の効率化 

・ 今後想定される情報の更新に際して効率的な作業を行うため、また各発信媒体間の平仄を合わせ

るため、以下の仕組みを導入する。 

・ 前者については例えばグラフを描くための JavaScript を再利用できるようライブラリ化またはそれに

準ずるツールとして整備し、ライブラリに渡すデータをパラメータを変えるだけで、別の図が描ける

ようにする。これにより再利用性を高めることで更新のために必要なコーディング量を減らすことが

可能となる。 

・ また新たなコードを導入する際は入出力形式をできるだけそろえておき、更新作業の低減に努め

る。 

・ 後者については 2.3 節で触れたように、更新情報を全体関連での位置付けとして整備するのは年

単位で実施するものと、新たな知見としての位置付けで単独で適宜整備するものの二通りで行うこ

とにより、情報の遅れをなくす仕組みとする。 

・ 各発信媒体間の移行についても、例えば「環境モニタリングデータベース」のデータが更新された

際、「統合型解析支援環境」下の解析コードにフィードバックできるよう、更新情報を表示するととも

に新しいパラメータや初期・境界条件として利用できるようにする。 
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3. まとめ 

 

これまで述べてきたように、本システムは各種現地モニタリング・調査結果に基づくデータ群からなる

「環境モニタリングデータベース」、それらを用いて解析評価もしくは解析評価結果を整理した「統合解

析支援環境」、各種調査研究結果から得られた知見からなる「環境回復知識ベース」からなり、それらを

縦横無尽に行き来することにより、知りたい情報を総合的に提供するものである。 

本システムの利用対象者は様々な方を想定しており、今後試行的な運用を通じて様々な方からご意

見をいただきながら、福島における環境回復の理解促進のため、また地域固有の情報ニーズに答えら

れるよう、内容の整備を行っていく。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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